
　立山町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第1号）第6条の規定に基づき、平成22年

度における立山町人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

　なお、一部項目については、平成23年4月1日現在の状況を公表します。

１　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　　　　　％％

（注）　歳出額、実質収支、人件費は、「地方財政状況調査」の区分による普通会計決算額です。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注） 1 「職員数」は、区分年度における4月1日現在の人数です（「地方公務員給与実態調査」の「普通会

計関係」に属する人数）。

2 「給与費」の各項目は、「地方財政状況調査」の区分による普通会計決算額（事業費支弁分を含む）

です。

3 「職員手当」には、「退職手当」を含みません。

(3)特記事項 ・差額支給（現給保障）を行っています（国と同様の取り扱いです）。

(4)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を

　　　　　　示す指数をいいます。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　　　　したものです。

5,8321,404,498

一人当たり給与費計　Ｂ

一人当たり

給与費Ｂ／Ａ

5,618

19.4

(参考)類似団体平均

期末・勤勉手当職員手当給　 料

Ｂ

実質収支 人件費

Ｂ／Ａ

Ａ

250

給　与　費

333,139
22年度

129,309942,050

12,421,844

人　

27,647 17.4

千円

住民基本台帳人口

Ａ（22年度末）

％

211,290 2,160,595

千円千円

平成22年度　立山町人事行政の運営等の状況（Ｈ22決算）

（参考）

21年度の人件費率

職員数

区 分 歳出額 人件費率

22年度

区 分

立山町 類似団体平均 全国町村平均 

H18.4.1 97.2 95.0 93.5

H23.4.1 97.3 97.0 95.0

97.2  

95.0  

93.5  

97.3  97.0  

95.0  

90.0

95.0

100.0

105.0
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２　一般行政職給料表の状況（23年4月1日現在） （単位：円）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（23年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

③薬剤師・医療技術職（栄養職員）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

－

355,200

327,205

６級

185,800

平均給与月額

２級 ３級 ４級 ５級

富 山 県

立 山 町 41.3

44.0

区　分

類似団体

富 山 県 －

類似団体

平均年齢区　分

国 42.3

42.9

立 山 町

324,842

平均給料月額

－

（国ベース）

36.2 274,700 400,900 295,700

平均年齢

444,657

平均給与月額平均給料月額

312,700 333,700389,500

（国ベース）

371,600

397,723

平均給与月額

402,000

－

392,010

平均給与月額

357,132

－ －

国 43.0 374,992 －

323,298

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

類似団体 39.1 296,474 387,663

（国ベース）

立 山 町 45.9 324,500 342,600 324,500

－

国 － － － －

－ －富 山 県 －

－

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

－ －類似団体 －

（国ベース）

立 山 町 41.2 316,300 348,900 328,600

－ －

国 45.5 314,065 － 343,856

富 山 県 －

平均給料月額 平均給与月額

39.7 290,927 335,460 304,404

－

平均給与月額

（国ベース）

立 山 町 48.3 363,500 387,100 370,000

区　分 平均年齢

327,812

－

国 40.3 323,049 － 367,540

富 山 県 － －

313,942類似団体 41.1 301,400

１号給の給料月額

最高号給の給料月額

１級

135,600 289,200 320,600

243,700 309,200 356,400 390,100 402,500 424,600

222,900 261,900
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⑥消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑦技能労務職

歳 人 円 円 円

うち学校給食員 歳 人 円 円 円

うち用務員 歳 人 円 円 円

うち自動車運転手 歳 人 円 円 円

うちその他職員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

うち学校給食員 調理員 歳 円

うち用務員 用務員 歳 円

うち自動車運転手 自家用自動車運転手 歳 円

うちその他職員

うち学校給食員 調理員 円 円

うち用務員 用務員 円 円

うち自動車運転手 自家用自動車運転手 円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

（平成20年度から平成22年度までの3箇年平均です）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢・業務内容・雇用形態等の点に

おいて、完全一致しているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）］のデータは、それぞれ平均給与月額

を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間におい

ては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

－

1.30

1.78

対応する民間

－ －

－ －－

－

立　山　町

類似団体

－－

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） Ｃ/Ｄ民間（Ｄ）

290,487

321,662

平均給与月額

－

307,572

参　考

Ａ/Ｂ

民　　　間

対応する民間

283,862

371,600

（Ｂ）

1.59

－ －

1.47

1.653,273,600

339,600

40 316,400

328,700

209,700

－

－

－

266,900

318,629

51.2

の類似職種

平均年齢

15

402,000355,200288

非公開

3,689

51.1

49.5

309,900

310,300

非公開

304,400

315,200

333,100

非公開

非公開 330,500

305,600

職員数

50.8

－

－

－

54.0

49.4

51.4

309,169

335,900

336,400

48.7

国

富山県

50.2

立　山　町

類似団体

－

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

平均給与月額

324,000

－

（国ベース）

立 山 町 37.9 303,700 344,000 327,300

307,400 333,600

平均給料月額 平均給与月額

（Ａ）

379,351

－富 山 県

国 － －

平均年齢

公　務　員

40.0 346,092

区　　分

富山県

立　山　町

国

区　　分

類似団体

229,600

5,394,400

2,943,200

区　　分

－

－

－－

1.25

－

－ －

53.8

43.4

－

－

－

の類似職種

4,131,0005,368,700

5,244,900
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（注） 1 「平均給料月額」とは、23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当等諸手当（期末勤勉手当及

び寒冷地手当を除く）などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員

給与実態調査において明らかにされているものです。

3 「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当等

の手当が含まれていないことから、比較のために国家公務員と同じベースで再計算した

ものです。

4 国家公務員の平均給与月額に含まれる手当は、「扶養手当」「住居手当」「管理職手当」

「寒冷地手当（年額を12で除した額）」「地域手当」「単身赴任手当」「特地勤務手当」

「初任給調整手当」です。なお、立山町においては、「寒冷地手当」「地域手当」「単身

赴任手当」「特地勤務手当」「初任給調整手当」は支給してません。

5 教育長は、含まれていません。

(2)職員の初任給の状況（23年4月1日現在）

大学卒 円 円 円

高校卒 円 円 円

高校卒 円 円 円

中学卒 円 円 円

大学卒 円 円 円

高校卒 円 円 円

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（23年4月1日現在）

大学卒 円 円 円

高校卒 円 円

高校卒 円 円

中学卒

大学卒 円

高校卒 円 円

（注）　前歴がある職員の経験年数は、その前歴年数を一定率で換算しています。

178,800

20年未満

－

130,300

140,100

241,700

144,500

20年以上～

297,100

国

172,200

287,700

316,100

該当なし該当なし

該当なし

310,500

該当なし

該当なし

190,000

区　分

158,100

25年未満

消　防　職

274,200

該当なし 328,500

10年以上～

消　防　職

一般行政職

技能労務職

279,400

該当なし

該当なし

立山町

技能労務職
129,200

137,200

144,500
一般行政職

172,200

区　　 分

富山県

－

15年未満

－

－

15年以上～

372,800

269,800

－

120,200

－
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数の状況（23年4月1日現在）

（注） 1 一般行政職とは、税務職・栄養士・保健職・福祉職・消防職・企業職・技能労務職を除く職種を

言います。

2 立山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

3 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

（注）　平成18年4月1日に、8級制から6級制に変更しています（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級を

それぞれ統合）。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

　地方公務員法第40条に基づく勤務成績の評定を、平成19年度から試行しています。

％

2　級

職員数

人

100

16.8

100

18.1

％

45

％

25.815.9

％

9.5

5年前構成比

14.0

18

8.8

1年前構成比

％

13

4　級

　課長補佐

　主任

　係長、主任

39.5

人

16

人

11

人

人

12.1

％
　課長6　級

区　分 標準的な職務内容

　主事、技師
11 9.6

20.7

人

％

％ ％

12.4

％

13.8

％

％

1　級

合　　計

　主事、技師

114

人

3　級

5　級

100

％

参　　考

15.8

％

9.6

構成比

％

36.3

％

％

9.8

％

11.5

％

％

％

1級 

11.5% 
1級 

9.8% 
1級 

9.5% 

2級 

9.6% 
2級 

12.4% 

2級 

13.8% 

3級 

39.5% 
3級 

36.3% 
3級 

20.7% 

4級 

15.8% 
4級 

15.9% 

4級 

25.8% 

5級 

14.0% 
5級 

16.8% 5級 

18.1% 

6級 

9.6% 

6級 

8.8% 
6級 

12.1% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 
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５　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

（22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

6月期 月分 月分 立山町と同じ。 立山町と同じ。

12月期 月分 月分

計 月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 役職加算 役職加算

(管理職加算　なし） 管理職加算 管理職加算

１人当たり平均支給額（22年度） 千円 千円 千円

（再任用職員）

6月期 月分 月分 立山町と同じ。 立山町と同じ。

12月期 月分 月分

計 月分 月分

１人当たり平均支給額（22年度） 千円

（注） 1 期末手当の月数は、「給料及び扶養手当」を基礎とする月数をいい、勤勉手当の月数は、

「給料」を基礎とする月数をいいます。

2 1人当たり平均支給額は、「地方公務員給与実態調査」の「普通会計関係」に属する職員

の平均支給額です。

（参考）勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　勤勉手当は、一律支給としています（ただし、懲戒処分者は除きます）。

(2)退職手当（23年4月1日現在）

退職手当＝基本額+調整額 立山町と同じ。

(1)基本額＝退職日給料月額×支給率

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

限度額 月分 月分

*退職日給料月額に差額支給額は含みません。

(2)調整額＝区分×60箇月

（区分）

一般職員　　　0～33,350円

技能労務職員　0～20,850円

消防職員　　　0～20,850円

その他の加算措置

なし 定年前早期退職特例措置：2％～20％加算

（退職時特別昇給：なし） （立山町と同じ。）

１人当たり平均支給額（22年度退職者）

定年・勧奨 千円

　　 自己都合等 千円

（注） 平均支給額には、水道事業職員分を含みません。

59.28

立　山　町

1.35

国

1,361

1.35

国

10～25％

－

 5～20％

富山県

10～25％

1,642

27,193

7,319

0.80

2.60

0.65

0.30

0.70

0.65

30.55

47.50 59.28

33.50

非公開

59.28

 5～20％

0.35

23.50

0.65

41.34

5～15％

1.25

1.45

立　山　町
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(3)地域手当

立山町では、支給していません。

(4)特殊勤務手当（23年4月1日現在）

支給実績（22年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） ％

手当の種類（手当数） 種類

外勤訪問徴収手当 税料金課 外勤による税等の徴収に従事 円/日

感染症等防疫手当 保健センター 防疫業務に従事 円/日

死体等収容作業手当

行旅人 健康福祉課 死体収容業務に従事 円/回

犬・大動物 住民環境課 　〃 円/回

放射線等取扱手当 保健センター 放射線照射業務に従事 円/日

救急出動手当

火災・人命救助 消防署 火災・人命救助に従事 円/回

傷病人搬送 　〃 救急傷病人搬送に従事 円/回

　〃　（救急救命士） 　〃 　〃　（有資格者） 円/回

　〃　（山岳地帯） 　〃 山岳地帯における搬送 円/日

用地交渉手当 建設課 時間外における用地交渉業務に従事 円/日

下水道作業手当 水道課 時間外における下水処理作業 円/日

（注） 水道事業分は、除いてあります。

(5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 1 平成22年度職員1人当たり支給年額

22年度支給総額（64,400千円）

22年4月1日職員数（258人）

2 平成21年度職員1人当たり支給年額

21年度支給総額（54,128千円）

21年4月1日職員数（261人）

3 1時間当たりの給料×1.25～1.60×時間数　で計算されます。

4 決算額には、休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職員特別勤務手当を含みません。

5 決算額、職員数には、水道事業職員分を含みません。

500

200

33,180

15.9

500

300

500

11

支給単価主な支給対象業務

2,000

400

500

500

2,000

500

64,400

207千円

250

＝ 250千円

54,128

＝

1,360

支給実績（22年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

＝

207

＝

主な支給対象

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支給実績（21年度決算）

手当の名称

7



(6)その他の手当（23年4月1日現在）

扶養手当 (1)配偶者　13,000円 (1)配偶者　立山町と同じ

(2)配偶者以外 (2)配偶者以外

① 2人まで　それぞれ6,500円（そ ① 2人まで　立山町と同じ

  のうち1人については、職員に配

　偶者がない場合は11,000円、扶

　養親族でない配偶者がいる場合

　は、6,500円）

② ①以外　1人につき 6,500円 ② ①以外　立山町と同じ

③ 満16歳年度始めから満22歳年度 ③ 満16歳年度始めから満22歳年度

  末までの間にある子1人につき、   末までの間にある子1人につき、

　5,200円　を加算 　5,000円  を加算

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

住居手当 (1)借家等 借家等

① 家賃 20,000円以下の場合 ① 家賃 23,000円以下の場合

家賃 - 9,000円 家賃 - 12,000円

② 家賃 20,000円を超える場合 ② 家賃 23,000円を超える場合

（最高限度額 27,000円） （最高限度額 27,000円）

(2)自宅　2,700円

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

通勤手当 (1)交通機関利用職員 (1)交通機関利用職員

立山町と同じ

全額支給限度額　55,000円/月

(2)交通用具使用職員 (2)交通用具使用職員

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

管理職手当 (1)課長級 円/月

(2)課長補佐級 円/月

(3)その他 円/月

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

休日勤務手当 （祝日、年末年始において正規の勤務

時間中に勤務）

1時間当たりの給料×1.35×時間数

平成22年度決算額 千円

国の制度

22,320

456

同じ。

（富山県と

同じ。）

距離段階区分応じ 2,600円～35,000円

同じ。）

ほぼ同じ。

ほぼ同じ。

との異同

国の制度と

ほぼ同じ。

（富山県と

同じ。）

192

11,000円 +（家賃-20,000円）/2

7,728

12,691

50,000

6箇月定期券等の価額による一括支給

11,000円 +（家賃-23,000円）/2

83

内容及び支給単価
異なる内容

63

30,000

35,000

21,097

手　当　名

距離段階区分応じ 2,000円～24,500円

276

（富山県と
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夜間勤務手当 （正規の勤務時間として午後10時から

翌日の午前5時までに勤務）

1時間当たりの給料×0.25×時間数

平成22年度決算額 千円

管理職員特別 （管理職手当受給職員が臨時又は緊急

勤務手当 の必要等により土日、祝日、年末年始

に勤務）

(1)6時間以下

課長級 5,000円/勤務1回

課長補佐級 3,000円/勤務1回

(2)6時間超

課長級 7,500円/勤務1回

課長補佐級 4,500円/勤務1回

平成22年度決算額 千円

（注） 決算額には、水道事業職員分を除いてあります。

６　特別職の報酬等の状況（23年4月1日現在）

町長 円 円／ 円

（ 円）

副町長 円 円／ 円

（ 円）

議長 円 円／ 円

（ 円）

副議長 円 円／ 円

（ 円）

議員 円 円／ 円

（ 円）

町長 22年度支給割合

副町長 6月期： 月分

12月期： 月分 合計： 月分

議長 22年度支給割合

副議長 6月期： 月分

議員 12月期： 月分 合計： 月分

町長 給料×5/12×在職月数 千円 任期満了ごと

副町長 給料×7/30×在職月数 千円 〃

（注） 1 給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。

2 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年

＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

3 （参考）の類似団体は、平成23年4月1日現在のものです。

1.475

2.95

支給時期退
職
手
当

給
料

算定方式

430,000

同じ。

825,000

1.50

2.95

1期の手当額

15,680

227,000

（参考）類似団体における最高／最低額

157,000

7,672

区　　分 給　料　月　額　等

360,000

310,000

290,000

期
末
手
当

報
酬

同じ。

109

290,000

310,000

2,178

400,000

182,000

76,700

499,000

311,500750,000

909,000

360,000

685,000

685,000

784,000

1.475

1.45

9



７　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在、単位：人）

組織機構改革▲1

組織機構改革2

組織機構改革1

退職不補充▲2

職務変更1、配置適正化1

<参考>

人口1,000人当たり職員数 人

（類似団体の同上の職員数 人）

民間委託▲4

定数条例改正2

<参考>

人口1,000人当たり職員数 人

（類似団体の同上の職員数 人）

事業縮小▲1

<参考>

人口1,000人当たり職員数 人

（注） 1 職員数は、一般職に属する職員数（教育長を含む。）であり、地方公務員の身分を保有する

休職者、派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

2 「人口1,000人当たりの職員数」は、平成23年4月1日現在の職員数を同年3月31日現在の住民

基本台帳人口で除し、1,000を乗じて得た数です。

3 [     ]内は、条例定数の合計です。

73

15

6.73

43

13

対前年
増減数

▲ 1

0

0

▲ 2

（小　計）

9.62

▲ 1

42

2

30

(▲1)

8

[  353  ］

主な増減理由

0

商　　工

8

12

(249)

38

衛　　生

32

（小　計）

農林水産

総　　務

13

2

267

区　分

議　　会

普
通
会
計
部
門

教育部門

消防部門

[    0］

0 0

(17)

(177)

0

平成23年 平成22年

3 3

0

14

266

[  353  ］

7

職 員 数

13

5

13

42

9.01

(2)

(0)

▲ 4

5.04

2

6.47

(249)

民　　生 71

(18) (▲1)

8 0

1

（小　計） (179)

水　　道

一
般
行
政
部
門

土　　木

労　　働

公
営
企
業
等

会
計
部
門

8

合　　計

16

税　　務

2

1

そ の 他

下 水 道
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(2)年齢別職員構成の状況（23年4月1日現在）

　

（注） 職員数には、教育長、水道事業職員を除いてあります。

(3)職員数の推移 （単位：人・％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した職員数です。

(4)採用の状況（平成23年4月1日付け採用者）

① 一般職員 8 名 （競争試験：8名、選考：0名、受験者数：60名）

② 技能労務職員 0 名

③ 消防職員 3 名 （競争試験：3名、選考：0名、受験者数：11名）

(5)昇任の状況（平成22年度中）

① 町長部局等 13 名

② 教育委員会 1 名 （課長：0名、課長補佐：1名、係長：0名）

③ 消防部局 1 名 （消防司令長：1名、消防司令：0名）

120 49

人

22年

18

過去５年間

の増減数（率）

▲28（▲9.5）

計

56歳

以上

60歳

59歳

～

17

55歳

48歳

47歳

～

23年

28歳

51歳43歳

～

36歳

35歳

21

人 人

40

人

18年 19年 20年 21年

26 25738

266

（課長：4名、課長補佐：6名、係長：1名、保育所長：1名、副所長：1名）

人

～

人人 人 人

52歳

270 267

27歳

～～

32歳

～

40歳

31歳 39歳

～

44歳

280

人

24歳20歳20歳

人

3

～
区　分

～

23歳

295

人

職員数 294

11

人

年度

職員数
13

未満

1.2 

5.1 
4.3 

10.1 

8.2 

15.6 

7.8 
6.6 7.0 

19.1 

14.8 

0.4 0.0 
1.1 

6.7 

9.1 

13.0 

5.3 
6.7 

11.6 

18.9 

12.6 
13.7 

1.4 
0

5

10

15

20

25

構成比 

５年前の構成

比 

% 
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(6)退職の状況（平成22年度中）

① 町長部局等 8 名

② 教育委員会 2 名

③ 消防部局 1 名

８　職員の勤務条件その他の勤務時間

(1)勤務時間の状況

平成23年4月1日現在の勤務時間は、原則として次のとおりです。

　8：30　～　17：15

 12：00　～　13：00

（注） ・公務の運営上の事情により、特別な形態によって勤務する必要がある職員（保育所等）は、

　上記以外の勤務時間の割振りによります。

(2)休暇、休業制度の取得状況

　職員の休暇、休業制度については、立山町職員の勤務時間、休日等に関する条例、同規則や立山町

職員の育児休業等に関する条例、同規則等に基づいて定められています。

　主な休暇、休業制度は、次のとおりです。

年次休暇 20日 平均 日 平均 日 平均 日

夏季休暇 ５日以内 平均 日 平均 日 平均 日

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇 ５日以内 取得者 人 取得者 人 取得者 人

子の看護休暇 ５日以内 取得者 人 取得者 人 取得者 人

育児時間 １日２回、それぞれ 取得者 人 取得者 人 取得者 人

30分以内

病気休暇 原則、90日以内 取得者 人 取得者 人 取得者 人

介護休暇 ６箇月以内 取得者 人 取得者 人 取得者 人

育児休業 子が３歳に達する日 取得者 人 取得者 人 取得者 人

までの期間

部分休業 子が３歳に達する日 取得者 人 取得者 人 取得者 人

までの期間で、始業

時又は終業時、１日

を通じて２時間以内

（注） 1 病気休暇、介護休暇、育児休業、部分休業の取得者は、当該年に休暇等を開始し

た者の人数を計上しています。

2 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

区　分

0

0

2

0

2

0 0

0

0

0

4.5

0

4.9

10.3

0

0

0

015

0

（１年あたり） 教育委員会

平成22年の取得状況

消防部局

8.2

4.6

9

5.1

14

町長部局等

11

0

休暇（休業）期間等

勤務時間

休憩時間
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９　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況

平成22年度の分限処分の状況は、次のとおりです。

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

（注） 1 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を

十分に果たすことができない場合に行なわれる、職員の意に反する不利益な身分上の変動を

もたらす処分のことをいいます。

2 当該年度に分限処分をされた者、休職等を開始した者の人数を計上しています。

3 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

(2)懲戒処分の状況

平成22年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

（注） 1 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など、公務

員としてふさわしくない非行がある場合に行なわれる処分のことをいいます。

2 当該年度に懲戒処分をされた者、停職等を開始した者の人数を計上しています。

3 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

１０　職員の服務の状況

(1)職員の守るべき義務の概要

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定

しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、次のような服務上の

強い制約を課しています。

①法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第32条）

②信用失墜行為の禁止（同法第33条）

③秘密を守る義務（同法第34条）

④職務に専念する義務（同法第35条）

⑤政治的行為の制限（同法第36条）

⑥争議行為等の禁止（同法第37条）

⑦営利企業等の従事制限（同法第38条）

0 0

免職

0

0

降任

停職

0

0

消防部局

合　計

教育委員会

町長部局等

0

0

区　分

0

免職

区　分

教育委員会

町長部局等 0

消防部局

0 0 0

0

合　計 0 0 00 0

0

減給 戒告

0

0

0

1

0

1

0

合計

1

0

0

0

休職 降給

0

0

合計

0

1

0

0

0

0

0
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(2)職務専念義務免除の状況

平成22年度の職務専念義務免除の状況は、次のとおりです。

研修を受ける場合 件 件 件

厚生に関する計画の実施に参加する場合 件 件 件

公共団体の業務に従事する場合 件 件 件

依頼に基づく献血に参加する場合 件 件 件

職員が公務に支障のない範囲内において、国体等スポ 件 件 件

ーツ大会に選手又は監督等として参加する場合

職員が公務に支障のない範囲内において、消防団員と 件 件 件

なって火災等の災害出動、演習、訓練、研修、特別警

別警戒等の消防団活動を行う場合

件 件 件

（注） 1 職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において、職務に専

念する義務があります（地方公務員法第35条）が、合理的な理由がある場合は、限定的にそ

の免除が認められています。

2 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

(3)営利企業等の従事許可の状況

平成22年度の営利企業等従事許可の状況は、次のとおりです。

次のいずれにも該当しないと認める場合

①その職員の職と当該営利企業との間に特別な利害関係

　又はその発生のおそれがある場合

②職務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合

③その他公務員として適当でないと認められる場合

（注） 1 職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする

会社等の役員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない

（地方公務員法第38条）とされており、上の表の基準を満たしている場合に、例外的に許可

を受けることができます。

2 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

9

消防部局

件

2 0

0

平成22年度の承認件数

町長部局等 教育委員会

23 0

0

免　除　の　事　由
平成22年度の承認件数

町長部局等 消防部局教育委員会

2

00

0 0

0

019

合　　　計

0

5

71

13

26

0

件

許　可　の　基　準

115

12件66

14



１１　職員の研修状況

平成22年度の職員研修の状況は、次のとおりです。

（注） 1 上記研修は、総務課が管理する研修（主に職員としての資質向上を目的とする研修）であり、

各課においては、別途、担当執務に関する研修を行なっています。

2 受講者数には、水道事業職員を含んでいます。

2人

自治大学校

4人
6人

派遣
研修

長期派遣研修富山県研修派遣 1人

短期派遣研
修

合計

1人

管理者（合同）研修 0人

3人

国際文化アカデミー 3人
全国建設研修センター

1,007人

150人

中堅職員基礎課程研修

5人
0人
2人
2人
4人

7人

人事評価制度評価者研修 83人

7人
7人

職
場
外
研
修

階層別研修

新規採用職員研修（町主催）
前期新任職員研修
後期新任職員研修

自己啓発研修
自主研究グループ 37人
通信教育受講助成・放送大学受講助成 9人

人材育成・人事評価研修Ⅱ 87人

職場研修

新規採用職員トレーナー

3人

9人
9人
4人

8人
2人
11人

2人
市町村アカデミー

特別研修

立山砂防研修 20人
地域活性化セミナー 13人
富山夏期大学 11人
職場のメンタルヘルス講習会

目標管理による人材育成研修 0人

217人
内閣官房地域活性化伝道師講演会

パソコン研修
公会計制度実務研修 11人
日本経営協会研修 6人

政策形成能力開発研修
政策法務研修
住民協働研修
ロジカルシンキング入門研修
企画力・プレゼンテーション研修 2人

0人

新任係長研修
現任係長研修
新任主幹研修
新任所属長研修
現任課長研修

応募型研修

創造性開発研修
プレゼンテーション研修
タイムマネジメント研修
住民満足度（ＣＳ）向上研修

7人
富山県派遣研修報告会
自治大学校派遣研修報告会
人材育成・人事評価研修Ⅰ

20人
38人
194人

中堅職員継続課程研修

研修内容 受講者数
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１２　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)厚生制度の状況

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しています。

　平成22年度の事業内容は、次のとおりです。

健康管理 定期健康診断 全職員 人

短期人間ドック補助 希望職員 人

福利事業 職員厚生会補助 自主研修に係る助成事業に対する補助 （補助金額）

円

（注） 職員には、水道事業職員を含んでいます。

(2)共済制度の概要

　社会保障の一環としての共済制度の概要は、次のとおりです。

①　機関：富山県市町村職員共済組合

②　事業概要

(ｱ) 短期給付事業：病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付を行います。

(ｲ) 長期事業：退職・障害・死亡に対して、年金又は一時金の給付を行います。

(ｳ) 福祉事業：健康診断などの健康の保持増進事業、貸付け事業、貯金事業などを行います。

③　財源：必要な費用は、「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によってまかなわれています。

(3)公務災害補償制度の状況

　公務災害補償とは、常勤職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、「その災害によっ

て生じた災害を補償し、及び必要な福祉事業を行い、もって職員及びその遺族の生活の安定と福祉の向

上に寄与することを目的とする制度」です。具体的には、地方公務員法第45条に基づいて定められた地

方公務員災害補償法によって定められています。

　平成22年度の認定件数は、次のとおりです。

人 人 人

人 人 人

（注） 町長部局等には、水道事業職員を含んでいます。

１３　勤務条件に関する措置の状況

平成22年度において、措置の要求はありませんでした。

１４　不利益処分に関する不服申立ての状況

平成22年度において、不服の申立てはありませんでした。

公務災害

90

156,200

主　な　項　目 実施状況

通勤災害

町長部局等

0 0 0

教育委員会

区　分

消防部局区　　分

対　　　象

164

0 11

16



１５　公営企業（水道事業）職員の状況

(1)水道職員の給与費の状況

ア　決算

Ａ 　 Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注） 1 「職員数」は、区分年度における4月1日現在の人数です。

2 「職員手当」には、「退職手当」を含みません。

イ　特記事項　　立山町（一般職）と同じです。

(2)水道職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（23年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です（立山町においては、地域手当を支

給していません。）。

2 平均月収額には、期末・勤勉手当等全ての手当を含みます。  

3 団体平均とは、市町村の同種の事業の平均です。

(3)水道職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

（22年度支給割合）

期末手当 月 勤勉手当 月 同　左

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 同　左

（管理職加算　なし） 同　左

１人当たり平均支給額（22年度） 千円 １人当たり平均支給額（22年度） 千円

（参考：市町村の平均支給額 千円）

（再任用職員）

期末手当 月 勤勉手当 月 同　左

１人当たり平均支給額（22年度） 千円 １人当たり平均支給額（22年度） 千円

（注） 期末手当の月数は、「給料及び扶養手当」を基礎とする月数をいい、勤勉手当の月数は、「給料」

を基礎とする月数をいいます。

21年度の総費用に占区　分

1,361

8
22年度

5,72328,965

区　　分 平均年齢

18,017

総 費 用 総費用に占める純 利 益

Ａ

438,728

区分 職員数 給　与　費

22年度
44,361 10.1

給　 料 職員手当

職員給与費

期末・勤勉手当

平均月収額

める職員給与費比率

(参考)類似団体平均

9.0

6,44345,346 5,668

一人当たり給与費

一人当たり

給与費Ｂ／Ａ

10,658

537,100300,600

計　Ｂ

基本給

職員給与費比率

535,892

1,510

水 道 職 員

362,10045.6

立山町（一般行政職）

38.4

非公開

5～15％

1,332

1.35

団 体 平 均

2.60

1.45 0.65

該当無

水道職員
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イ　退職手当（23年4月1日現在）

退職手当＝基本額+調整額 同　左

(1)基本額＝退職日給料月額×支給率

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 　 同　左

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

限度額 月分 月分

*退職日給料月額に現給補償額は含みません。

(2)調整額＝区分×60箇月 同　左

（区分）

一般職員　　　0～33,350円

その他の加算措置

なし 定年前早期退職特例措置：2％～20％加算

（退職時特別昇給：なし） 　（同　左）同　左

１人当たり平均支給額（22年度退職者）

定年・勧奨 千円

　　 自己都合 千円

（参考：市町村の平均支給額 千円）

ウ　地域手当

立山町では、支給していません。

エ　特殊勤務手当（23年4月1日現在）

支給実績（22年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） ％

手当の種類（手当数） 種類

上水道作業手当 時間外における漏水現場作業 円/日

オ　時間外勤務手当　

千円

千円

千円

千円

（注） 1 平成22年度職員1人当たり支給年額

22年度支給総額（1,819千円）

22年4月1日職員数（8人）

2 平成21年度職員1人当たり支給年額

21年度支給総額（769千円）

21年4月1日職員数（8人）

3 手当の計算方法等は、立山町（一般行政職）と同じです。

＝

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） 96

769

＝ 96千円

＝ ＝

支給実績（21年度決算）

59.28

主な支給対象業務

37.5

5,000

208千円

23.50

59.28

1

15

支給単価

該当無

41.34

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

手当の名称

208

1,819

14,981

支給実績（22年度決算）

主な支給対象

500

非公開

水道職員

47.50

30.55

33.50

立山町（一般行政職）

59.28
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カ　その他の手当（23年4月1日現在）  

扶養手当 (1)配偶者　13,000円 同　左

(2)配偶者以外 同　左

① 2人まで　それぞれ6,500円（そ

  のうち1人については、職員に配

　偶者がない場合は11,000円、扶

　養親族でない配偶者がいる場合

　は、6,500円）

② ①以外　1人につき6,500円

③ 満16歳年度始めから満22歳年度

  末までの間にある子1人につき、

　5,200円　を加算

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

住居手当 (1)借家等 同　左

① 家賃 20,000円以下の場合

家賃 －9,000円

② 家賃 20,000円を超える場合

（最高限度額 27,000円）

(2)自宅　2,700円 同　左

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

通勤手当 (1)通機関利用職員 同　左

全額支給限度額　55,000円/月

(2)交通用具使用職員 同　左

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

管理職手当 (1)課長 円/月 同　左

(2)課長補佐 円/月 同　左

平成22年度決算額 千円

支給職員の1人当たり平均支給年額

千円

手　当　名

254

立山町（一般行政職）

1,014

50,000

122

487

35,000

1,017

509

128

6箇月定期券等の価額による一括支給

距離段階区分応じ 2,600円～35,000円

383

11,000円 +（家賃－20,000円）/2

内容及び支給単価
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休日勤務手当 （祝日、年末年始において正規の勤務 同　左

時間中に勤務）

1時間当たりの給料×1.35×時間数

平成22年度決算額 千円

夜間勤務手当 （正規の勤務時間として午後10時から 同　左

翌日の午前5時までに勤務）

1時間当たりの給料×0.25×時間数

平成22年度決算額 千円

管理職員特別 （管理職手当受給職員が臨時又は緊急 同　左

勤務手当 の必要等により土日、祝日、年末年始

に勤務）

(1)6時間以下

課長級 5,000円/勤務1回

課長補佐級 3,000円/勤務1回

(2)6時間超

課長級 7,500円/勤務1回

課長補佐級 4,500円/勤務1回

平成22年度決算額 千円0

0

0
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